
様式例（法第 31条第３項第５号関係） 

○ 財産目録

令和４年度  財産目録 

  令和５年３月３１日現在 

特定非営利活動法人 消費生活ネットワーク新潟 

(単位：円) 

注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。 

1,000

3,240,581

243,634

1,000,000

33,673

4,518,888

0

4,518,888

500

82,052

16,000

4,480

103,032

0

103,032

4,415,856

Ⅰ資産の部

科　　目 金　　額

Ⅱ負債の部

1．流動資産

　現金預金

　当座預金　ゆうちょ銀行振替口座

　普通預金　新潟県労働金庫

　未収金

　前払金

　流動資産合計

2．固定資産

　固定資産合計

　資産合計

　現金　図書カード

1．流動負債

　未払金

　諸経費

　前受金

　預り金

　源泉所得税（給与）

　流動負債合計

2．固定負債

　固定負債合計

　負債合計

　正味財産合計

　社会保険料



様式例（法第 31条第３項第５号関係） 

○ 貸借対照表（報告式） 

 

令和４年度  貸借対照表 

 

令和５年３月３１日現在 

特定非営利活動法人 消費生活ネットワーク新潟 

(単位：円) 

 
注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 ２ 前事業年度の末日現在における資産，負債及び財産を記載すること。 

 ３ 法第 28条第１項各号に規定する財産上の利益については、区分して計上すること。 

 

 

1,000

3,240,581

243,634

1,000,000

33,673

4,518,888

0

4,518,888

82,552

16,000

4,480

103,032

0

103,032

4,202,923

212,933

4,415,856

4,518,888

Ⅰ  資産の部

科　　目 金　　額

未払金

1．流動資産

普通預金

固定資産合計

未収金

　　流動資産合計

固定資産

当座預金

現金

前受金

　　資産合計

前払金

固定負債

　　前期繰越正味財産

　　当期正味財産増減額

　　正味財産合計

Ⅲ　正味財産の部

固定負債合計

負債及び正味財産合計

　　流動負債合計

預り金

負債合計

Ⅱ　負債の部

1．流動負債



様式例（法第 31条第３項第５号関係） 

○ 収支計算書 

 

 

令和４年度  収支計算書（活動計算書） 

 

 

  ２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで 

特定非営利活動法人 消費生活ネットワーク新潟 

(単位：円) 
科 目 金 額 

Ⅰ.経常収益       

 1.受取会費       

      正会員受取会費 1,070,000     

      賛助会員受取会費 225,000 1,295,000   

  2.受取寄付金          
      受取寄付金   20,000   

   3.事業収益          
      受託事業収益   1,286,894   

   4.その他収益          
      受取利息   2   

  経常収益合計     2,601,896 

Ⅱ.経常費用       

  1.事業費       

      （1）人件費       

  30       給料手当 441,914     

  43       法定福利費 1,458     

  50       通勤交通費 42,432     

        人件費計 485,804     

      （2）その他費用       

        諸謝金 308,694     

  52       旅費交通費 46,343     

  60       会議費 113,180     

    交際費 18,250   

  66       通信運搬費 115,388     

    広告宣伝費 145,640   

  72       消耗品費 747     

  85       印刷製本費 109,824     

  98       水道光熱費 23,734     

  100       支払地代家賃 151,404     

        委託費 18,580     

  115       支払手数料 4,147     

    租税公課 200   



        その他費用計 1,056,131     

        事業費計   1,541,935   

 2.管理費       

      （1）人件費       

  30       給料手当 249,056     

  43       法定福利費 823     

  50       通勤交通費 23,913     

        人件費計 273,792     

      （2）その他費用       

  52       旅費交通費 650     

  60       会議費 19,030     

  63       交際費 7,000     

  66       通信運搬費 96,485     

  72       消耗品費 4,847     

  85       印刷製本費 120,824     

    賃借料 59,460   

  98       水道光熱費 23,734     

  100       支払地代家賃 151,404     

        委託費 18,580     

  110       諸会費 15,000     

        支払報酬 20,000     

  115       支払手数料 32,122     

    租税公課 3,000   

  151       雑費 1,100     

        その他費用計 573,236     

      管理費計   847,028   

  経常費用合計     2,388,963 

        当期正味財産増減額     212,933 

        前期繰越正味財産額     4,202,923 

        次期繰越正味財産額     4,415,856 

 

注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。 

２ 「事業費」とは，法人の事業の実施のために直接要する支出で，管理費以外のものをいい，会計

処理上は，事業の種類ごとに区分して記載すること。事業費の例としては，「○○事業費」（注：当

該事業の実施のために直接要する人件費・交通費等の費用が含まれる。）等が挙げられる。 

３ 収支計算書は，法第 29 条第２項に規定するところにしたがい，「差止請求関係業務」「不特定か

つ多数の消費者の利益の擁護を図るための活動に係る業務」，「その他の業務」について，事業毎

に区分してその収支が明確になるように作成すること。また，法第 28条第１項各号に掲げる財産

上の利益については，その収入及び支出の状況を明瞭に記載すること。 

 

 

 

 

 



 

財務諸表の注記 

1.重要な会計方針  

  

  

財務諸表の作成は、NPO 法人会計基準（2010 年 7 月 20 日 2017 年 12 月 12 日最終改正 NPO 法人会計基準協議

会）によっています。 

 

  （1）消費税等の会計処理       
     消費税は税込み経理によっています。      

2.事業別損益の状況       

 事業別損益の状況は下記の通りです    (単位：円)  
         
 

科目 
差し止め請求 

関係事業費 

不特定多数の消費 

事業部門計 管理部門 合計 

 

 者の利益擁護のた  

 めの業務事業費  

 Ⅰ.   経常収益            

   1.  受取会費       1,295,000 1,295,000  

   2.  受取寄付金       20,000 20,000  

   3.  事業収益   1,286,894 1,286,894   1,286,894  

   4.  その他収益       2 2  

     経常収益計   1,286,894 1,286,894 1,315,002 2,601,896  

 Ⅱ.  経常費用            

   （1） 人件費            

       給料手当 129,902 312,012 441,914 249,056 690,970  

       法定福利費 428 1,030 1,458 823 2,281  

       通勤交通費 12,474 29,958 42,432 23,913 66,345  

       人件費計 142,804 343,000 485,804 273,792 759,596  

   （2） その他費用           

     諸謝金   308,694 308,694   308,694  

      旅費交通費  4,320 42,023 46,343 650 46,993  

      会議費   113,180 113,180 19,030 132,210  

      交際費    18,250 18,250 7,000 25,250  

      通信運搬費 32,867 82,521 115,388 96,485 211,873  

  広告宣伝費  145,640 145,640  145,640  

      消耗品費  747 747 4,847 5,594  

      印刷製本費 14,889 94,935 109,824 120,824 230,648  

     賃借料    59,460 59,460  

      水道光熱費 9,493 14,241 23,734 23,734 47,468  

      支払地代家賃 60,564 90,840 151,404 151,404 302,808  

      諸会費      15,000 15,000  

      委託費 7,432 11,148 18,580 18,580 37,160  

  支払報酬    20,000 20,000  

      支払手数料  4,147 4,147 32,122 36,269  

     租税公課  200 200 3,000 3,200  

      雑費      1,100 1,100  



      その他費用計 129,565 926,566 1,056,131 573,236 1,629,367  

     経常費用合計 272,369 1,269,566 1,541,935 847,028 2,388,963  

    当期経常増減額 △ 272,369 17,328 △ 255,041 467,974 212,933  

         
3.その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするための必要な

事項 

  （1）事業費と管理費の按分方法      

  
・人件費、通信運搬費、消耗品費、印刷製本費、委託費、水道光熱費、支払地代家賃のうち、区分が困難なものについて

は、差し止め関連業務：不特定多数の消費者の利益擁護のための業務：管理費で、２：３：５に按分しています。 

・会議費は、理事会について差止請求関連：管理費で５：５に按分しています。 

      

 



様式例（法第３１条第３項第５号関係） 

○事業報告書 

令和４年度の事業報告書（２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで） 
 

特定非営利活動法人 消費生活ネットワーク新潟 

１ 事業の実施に関する事項 

（１）差止請求関係業務 

業務名 

(定款に記載した業

務) 

業務内容の詳細 
当該業務の 

実施日時 

当該業務の 

実施場所 

従業者の 

人数 

収支計算書の 

支出額 

（単位：千円） 

(1)消費者問題の調

査、研究、被害防

止、被害救済及び

支援事業 

 

(2)消費者問題に関

する情報収集及び

情報提供事業並び

に啓発普及事業 

消費者被害情報の収集と分析 

電話、書面（郵送）、FAX及びホームページによる被害情報 

受付相談件数： 11件（検討対象外含む） 

・経営雑誌の定期購読 ・ライブ配信アプリ（2件） 

・電子タバコの定期購入 ・トレイルラン大会 

・洋服のサブスク・海外リゾート会員権 

・投資・パソコン無償保証の起算日・マルチ取引 

・脱毛サロン ほか 

2022年 4月 1日～

2023年 3月 31日 

新潟市中央区

新光町 6番地 2 

 

当法人事務所 

事務局 1名  

（2022 年 1 月～7 月

3名交代勤務、 

8月～11月 1名、 

12 月～3 月 2 名で事

務局交代勤務） 

支出：81 

 

(3)不当約款・不当

勧誘行為及び不当

な事業活動の差止

請求その他の是正

活動事業 

検討委員会による検討と具申 

検討委員会：8回開催した 

 

 

 

5月 10日 

6月 29日 

7月 29日 

9月 9日 

10月 12日 

オ ン ラ イ ン

Zoom 

 

オ ン ラ イ ン

Zoom 及び会場

ZOOM7名 

ZOOM8名 

ZOOM4名、会場 7名 

ZOOM4名、会場 7名 

Zoom5名、会場 4名 

支出：64 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討事案：９件  

＜申入れ事案：6件＞  

・株式会社丸昌 

2021年 4月、着物のレンタル規約・販売規約について、

1 レンタル品の商品受け取り前でもキャンセル料 30 パ

ーセントを消費者負担とする条項。2 レンタル品の返却

遅延について、返却予定日を１日経過する毎に契約金額

の 30 パーセント遅延延滞料が発生する旨の条項。3 レ

ンタル品の利用に支障を来す不備が生じた場合であっ

ても、（事業者は）返金以上の責務は負わないとの趣旨

の条項。4 販売品のキャンセル料について、商品受取前

に契約金額の 30 パーセント、商品受取後に契約金額の

100 パーセントのキャンセル料が発生する旨の条項の削

除ないし変更を申入れしたが回答がなく、2022年 3月、

改めて、質問書を送付した。回答がないまま事業者のホ

ームページ上で条項の一部が修正されていた。しかし、

レンタル規約の修正が不十分なため 2022 年 7 月 6 日質

問書を送付。7月 20日付回答書は誠意ある回答ではなか

ったため、8 月 29 日消費者契約法 41 条１項に基づく事

前請求書を送付した。その後、事業者より回答はなかっ

12月 13日 

2023年 

1月 26日 

3月 3日 

 

 

 

 

5月 10日、 

6月 29日、 

10月 12日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新潟市市民

活動支援セン

ター） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Zoom9名 

 

Zoom9名 

Zoom7名、会場 4名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



たが、申入れた条項が改定されたことを事業者のホーム

ページで確認したことから、2022 年 10 月申入活動を終

了した。 

 

・健康美人研究所株式会社 

8 月 26 日、毛髪と頭皮化粧品等販売の規約について、1

不良品の交換は商品受領後７日以内に通知し、かつ、未

使用である場合のみ可能。2 未成年者について購入完了

後は保護者の同意を得たものとみなす。3 一方的な規約

の改定を可能とする、などの条項を削除ないしは修正す

るよう申入れした。9月 22日申入れた規約を改定する旨

の回答が届き、12 月 26 日申入れの対応を終了する通知

を出した。 

 

・株式会社レッドビジョン 

8月 26 日、女性向け育毛剤販売の規約について、1商品

の交換・返品期間を商品到着後 8日以内に連絡し、返品

した場合に限定、2 一方的な会員資格の抹消、3 会員の

違反行為と因果関係のある損害全額の賠償義務を課す、

4 自社の故意または重過失による債務不履行ないし不法

行為について損害賠償の範囲を直接かつ通常の損害に

限定する、5 一方的な規約の改定などの条項を改めるよ

う申入れた。これに対し、9月 21日一部改訂する旨回答

があったが内容が不十分なため、再申入書を送付すべく

検討した。 

 

 

 

 

 

5月 10日、 

6月 29日、 

7月 29日、 

12月 13日 

 

 

 

 

 

 

5月 10日、 

6月 29日、 

7月 29日、 

2023年 3月 3日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

・共栄タイヤサービス株式会社 

2018 年 9 月 19 日、レンタカーの利用規約・貸渡約款に

ついて、レンタカーが利用できない場合の損害、中途解

約の解約料、返還後の忘れ物の処分、指定返還場所以外

の場所の回送費用などの規約に関し、是正の申し入れを

した。事業者から参考にしている全国レンタカー協会の

標準約款が改定予定で今回答できないと連絡があった。

2021年民法改正に伴う標準約款の改定があったため、改

めて 2022年 8月 26日利用規約・貸渡約款に関し変更の

有無を確認するため申入れを行った。期限までに回答は

なく継続審議中。 

 

・株式会社ピカイチ 

10 月 28 日、健康食品・健康器具販売の規約について、

未成年者の行為、パスワード利用の責任、商品の交換・

返品、転売禁止、会員資格の抹消、損害賠償などの規約

の改定などを改めるよう申入れした。11 月 16 日一部修

正の不十分な回答が届き、2023年 2月 1日、再申入れを

行った。2月 15日事業者より指摘部分を修正する旨の回

答が届き、申入れを終了することとした。 

 

・トレイルランナーズ  

2023 年 3 月 22 日、トレイルランニング大会の規約につ

いて、エントリー料金の返還、傷病発生時の責任・補償、

 

 

7月 29日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5月 10日、 

6月 29日、 

9月 9日、 

10月 12日、 

12月 13日、 

2023年 1月 26日、 

3月 3日 

 

 

2023年 1月 26日、 

3月 3日 

 

 

 



レース中止時の参加費、キャンセル料などの規約を改め

るよう申入れた。 

 

理事会による検討と決定 

理事会： ６回開催し、1回持ち回り議決を行った 

検討事案：6件  

第 3回理事会（8月 25日）にて 

・株式会社丸昌への差止請求、・健康美人研究所株式

会社、・株式会社レッドビジョン・共栄タイヤサービ

ス株式会社への申入れについて審議し、承認。 

第 4回理事会(10月 27日)にて 

・株式会社丸昌の申入れ終了を審議し、承認。 

・株式会社ピカイチの申入れを審議し、承認。 

第 5回理事会(12月 22日)にて 

 ・健康美人研究所株式会社の申入れ終了を審議し、承

認。 

 

 持ち回り議決を実施(2023 年 3 月 17 日電子メールに

て議案通知) 

・トレイルランニング大会の開催が迫り早急な申入

れが必要なため、トレイルランナーズへの申入れを持

ち回り議決で審議し、3月 22日承認。 

理事会 

2022年 4月 21日 

 

2022年 6月 11日 

 

2022年 8月 25日 

 

2022年 10月 27日 

 

2022年 12月 22日 

 

2023年 2月 16日 

 

 

2023年 3月 17日 

ZOOMオンライ

ン開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

電子メール 

理事・監事、事務局 

・理事 9名、監事 2名、

事務局 2 名 

・理事 10 名、監事 2

名、事務局 2名 

・理事 10 名、監事 2

名、事務局 2名 

・理事 11 名、監事 1

名、事務局 2名 

・理事 10 名、監事 1

名、事務局 2名 

・理事 10 名、監事 2

名、事務局 2名 

 

・理事 10名 

支出：127 

  

差止請求権の行使の経過と結果をホームページ等で公

表した 

   支出：0 

 



 

（２）差止請求関係業務以外の業務 

業務名 

(定款に記載した

業務) 

業務内容の詳細 
当該業務の 

実施日時 

当該業務の 

実施場所 

従業者の 

人数 

収支計算書の

収入及び支出

額 

（単位：千円） 

(2)消費者問題に

関する情報収集

及び情報提供事

業並びに啓発普

及事業 

・ホームページの更新と運営 

申入れ・差止関連の情報提供 

学習会、講演会の広報と実施報告の掲載 

ニュースレターを随時掲載 

随時 新潟市中央区

新光町 6番地 2 

 

当法人事務所 

理事・検討委員・活動

委員 5～6名 

事務局 2名 

収入：0 

支出：28 

 

・ニュースレターの発行（年２回） 

 ①ニュースレター７号 

 ②ニュースレター８号 

 

2022年 7月 

2022年 11月 

新潟市中央区

新光町 6番地 2 

 

当法人事務所 

理事・検討委員・活動

委員 5～6名 

事務局 2名 

収入：0 

支出：56 

 

 

・情報提供、啓発普及のための講演会、研修・学習会の実施 

 ①消費者志向経営啓発普及セミナー 

   第 1回 73名 

    

第 2回 53 名 

 

第 3回 58 名 

 

 ②消費生活に関する学習会開催（28名参加） 

「野生動物を救うサラヤ 緑の回廊プロジェクト」 

・講師派遣 

 

 

第 1回 2022 年 

9月 24日 

第 2回 2022 年 

10月 22日 

第 3回 2022 年 

12月 10日 

②2023年3月28日 

 

 

 

①3回とも 

新潟ユニゾン

プラザ 中研

修室 

 

 

 

② Web開催 

 

 

 

①理事・監事・事務局 

第 1回 13名  

 

第 2回 12名 

 

第 3回 11名 

 

②理事・監事・事務局 

7名 

 

収入：1,286 

支出：1,139 

 



 ①生協連組合委員活動委員会研修 

「消費生活ネットワーク新潟について」  

②新潟県消費者協会 

「消費生活サポーター養成講座」 

③弥彦村民生委員・児童委員協議会定例会 

「高齢者の消費者被害防止の見守り方法について」 

④おぢや消費者被害防止ネットワーク会議研修会 

「高齢者と障がい者の消費者被害の特徴と見守りのポイント」 

 

①2022年5月25日 

 

②2022年11月8日 

 

③2023年2月9日 

 

④2023年2月17日 

 

①勤労福祉会

館 

②新津地域交

流センター 

③弥彦村役場 

 

④小千谷市役

所本館 4階 

①堀田理事長 

 

②江花副理事長 

 

③板垣寛俊弁護士（検

討委員） 

④江花副理事長 

 

(4)消費者政策に

関する研究及び

提言事業 

消費者関連法や消費者施策に関し、要望・提言を行う 

・共通義務確認訴訟に関し公正な裁判を求める要請書 

 

2022年 5月 10日 

 
 

収入：0 

支出：0 

・市町村消費者行政へのアンケート実施 なし 
 

 
収入：0 

支出：0 

(5)消費者団体・

関係諸機関との

ネットワーク事

業 

・適格消費者団体連絡協議会への参加 

 ①令和４年度適格消費者団体連絡協議会（9月） 

  プレ企画① 

  プレ企画② 

  プレ企画③ 

 ②令和４年度適格消費者団体連絡協議会（3月） 

プレ企画① 

  プレ企画② 

  プレ企画③ 

 

①2022年9月3日 

2022年8月8日 

2022年8月18日 

2022年8月24日 

②2023年3月11日 

 2023年2月16日 

 2023年2月25日 

 2023年3月2日 

ZOOM オンライ

ン 

 

 

①理事 2名 

 

 

 

②理事 2名、 

 

収入： 0 

支出：14 

 

・行政、消費者関係団体等との情報交換 

 ①新潟県消費者安全確保地域協議会 

  新潟県内消費者トラブルの状況・構成団体の取組み状況につ

 

①2023年 2月9日 

 

 

新潟県庁 205

会議室と Web 

 

①酒井副理事長 

 

収入： 0 

支出：33 



いて 

 ②新潟県消費生活審議会・新潟県消費者教育推進地域協議会 

  新潟県総合計画における消費者行政の取組について 

 

②2023年3月20日 

 

 

新潟県自治会

館第 1 研修室

と Web 

 

②大石理事 

(6)その他この法

人の目的を達成

するための事業 

・他の適格消費者団体、適格消費者団体を目指す団体とのメーリ

ングリストを通じた交流・意見交換 
随時 

新潟市中央区

新光町 6番地 2 

 

当法人事務所 

理事・検討委員・活動

委員 5～6名 

事務局 2名 

収入：0 

支出：0 

注 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列 4 番とすること。 



２ 翌事業年度の収支の見込みに関する事項 

 

（１）翌事業年度における収入の見込みとその算出根拠 

収入内容 
収入見込み 

（単位：千円） 
算出根拠 

受取会費 １，４６０ 

正会員 ：団体 ２０団体 ６３口（６３０千円） 

個人１１０名 ２５０口（５００千円） 

賛助会員：団体 ２１団体 ６０口（３００千円） 

      個人 １１名  ３０口（ ３０千円） 

受取寄付金 ３０ 会員への会費請求時、ニュースレター配付時に案内 

受託収入 １，２００ 新潟県：消費者志向経営普及啓発セミナー（９００千円） 

 独自受託：消費生活学習会、講師派遣等（３００千円） 

その他収益 ２００  スマイル基金、NPO助成事業等 

（合 計） ２，８９０  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）翌事業年度における支出の見込みとその算出根拠 

支出内容 
支出見込み 

（単位：千円） 
算出根拠 

差止請求関係業務 ６６２ 

人件費 140、旅費交通費 139、会議費 10、通信運搬費 61、消耗品費 8、印刷

製本費 18、水道光熱費 11、事務所家賃・管理費 61、委託費 8、訴訟費用 200、

支払手数料 1、雑費 5 

差止め請求関係業務以外の業務 

（不特定多数の消費者の利益擁護

のための業務） 

１，２１２ 

人件費 240、旅費交通費 130、会議費 100、交際費 30、通信運搬費 121、広告

宣伝費 190、消耗品費 10、印刷製本費 112、水道光熱費 17、事務所家賃・管

理費 91、委託費 12、諸謝金 150、支払手数料 4、雑費 5 

管理費 
１，０１６ 

 

人件費 380、旅費交通費 30、会議費 20、交際費 12、通信運搬費 110、消耗品

費 10、印刷製本費 105、賃借料 89、水道光熱費 27、事務所家賃・管理費 152、

諸会費 15、委託費 19、支払報酬 20、支払手数料 25、雑費 2 

（合 計） ２，８９０  

 

注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列 4番とすること。 

２ 翌事業年度の収入及び支出の見込みについては，差止請求関係業務に関する業務計画書（法第 14条第２項第３号）並びに差止請求関係業務以外の業務

を行う場合におけるその業務の種類及び概要を記載した書類（法第 14条第２項第 10号）を踏まえて記載すること。 

３ 収入には，会費，寄附金，差止請求関係業務以外の業務による収入，借入金等の収入の見込みとその算定根拠を具体的に記載すること。 

４ 支出には，役員又は専門委員の報酬，職員の賃金，弁護士報酬，事務所の賃料等の支出の見込みとその算定根拠を具体的に記載すること。 




